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第１ 目 標 年 度 

  平成 25 年度を基準年度とし、平成 32 年度を目標年度とします。 

 
第２ 卸売市場の適正な配置の方針 

１ 生鮮食料品等の流通事情 

(1) 人口の現状とその見通し 

    本県の人口は、昭和 59 年の 1,531,468 人をピークに、平成 20 年には 1,395,000 人まで

減少し、その後も、少子高齢化の進行や県外への転出などにより減少傾向が続いており、

平成 25 年には 1,336,000 人まで落ち込んでいます。 

    国立社会保障・人口問題研究所が実施した都道府県の将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）

では、本県の人口は、今後も、少子傾向と高齢化の進行により減少は避けられないことか

ら、目標年度である平成 32 年には 1,236,000 人程度まで落ち込むと推計されています。 

    一方、観光客入込数は、恵まれた自然環境や郷土色豊かな祭りなど観光資源を活かした

誘客活動の推進、さらには、平成 28 年 3 月の北海道新幹線の開業により、交通アクセスが

向上し、交流人口の増加が期待されることから、観光客入込数は今後も増加していくと見

込まれます。 

    このことから、目標年度における消費人口は、観光客入込数が増加する一方で、常住人

口の減少が続くと予想されるため、基準年度と比べて 6.8％減の 1,283,000 人程度になる

ものと推計されます。 

     

本県消費人口の推移と見通し 

                                  (単位：千人） 

年度 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 32 年 32/25 

常住人口 1,467 1,395 1,336  1,236 92.5% 

換算人口 49 46 40 47 117.5% 

消費人口 1,516 1,441 1,376 1,283 93.2% 
 
     （注）換算人口とは、観光客入込数を常住人口換算した人口をいい、消費人口は、常住人

口と換算人口の合計値とする。    

        平成 32 年度の常住人口については、国立社会保障・人口問題研究所が実施した都道

府県の将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）による。 

平成 32 年度の観光入込客については、平成 23 年から平成 26 年までの実績（「青森

県観光入込客統計」(観光国際戦略局））を基に、最小二乗法による回帰推計により算

出した。なお、平成 22 年以降、調査方法が変更となっているため、単純比較できない。 

 

(2) 需要の現状とその見通し 

   ① 青果物 

    （この計画では、果実的野菜のいちご、メロン、すいかは「果実」としています。） 

ア 野 菜 

      近年の野菜需要は、これまでの微減傾向から横ばい又は微増傾向に転じています。 

野菜の県民１人当たりの需要量は、平成 25 年度の 104.9 キログラムから、平成 32

年度には 107.2 キログラムになるものと見込まれます。 

      したがって、年間の総需要量は平成 25 年度の 144,400 トンから、消費人口の減少に

伴い、平成 32 年度には 137,500 トンになるものと推計されます。 



- 2 - 

 

イ 果 実 

      近年の果実需要は、減少傾向で推移しています。 

      果実の県民１人当たりの需要量は、平成 25 年度の 60.1 キログラムから、平成 32

年度には 51.6 キログラムになるものと見込まれます。 

      したがって、年間の総需要量は平成 25 年度の 82,700 トンから、平成 32 年度には

66,200 トンになるものと推計されます。 

 

青果物需要量推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 水産物 

     青森県は、日本海、津軽海峡及び太平洋と三方を海に囲まれ、中央にはわが国屈指の

内湾である陸奥湾が広がっています。 

     周辺海域は寒流と暖流が交錯する好漁場に恵まれ、それぞれの海域特性に応じて行わ

れている漁業は、本県基幹産業の一つとなっています。 

     近年の水産物需要は、減少傾向で推移しています。 

水産物の県民１人当たりの需要量は、平成 25 年度の 65.9 キログラムから、平成 32 年

度には 52.3 キログラムになるものと見込まれます。 

     したがって、年間の総需要量は平成 25 年度の 90,700 トンから、平成 32 年には 67,100

トンになるものと推計されます。 

 

水産物需要量推計 

 

 

 

 

 

 

 

③ 食 肉 

     近年の食肉需要は、増加傾向で推移しています。 

     食肉の県民１人当たりの需要量は、平成 25 年度の 41.8 キログラムから、平成 32 年度

には 43.9 キログラムになるものと見込まれます。 

     年間の総需要量は、平成 25 年度の 57,500 トンから、消費人口の減少に伴い、平成 32

年度には 56,300 トンになるものと推計されます。 

 

 

区  分 
野  菜 果  実 

平成 25 平成 32 32/25 平成 25 平成 32 32/25 

消費人口（千人） 1,376 1,283 93.2% 1,376 1,283 93.2% 

１人当たり需要量（kg） 104.9 107.2 102.2% 60.1 51.6 85.8% 

総需要量（千トン） 144.4 137.5 95.2% 82.7 66.2 80.0% 

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

消費人口（千人） 1,376  1,283  93.2%  

１人当たり需要量（kg） 65.9  52.3  79.4%  

総需要量（千トン） 90.7  67.1  74.0%  
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食肉需要量推計 

 

 

 

 

 

 

 

④ 花 き 

切り花類の需要は、景気低迷による個人消費の減少やライフスタイルの変化等に伴う

若い世代の花き離れなどにより、近年、減少傾向にあります。 

このため、花きの１人当たりの需要量は、平成 25 年度の 43.9 本から、平成 32 年度に

は 41.2 本になるものと見込まれます。 

     したがって、年間の総需要量は平成25年度の60,400千本から、平成32年度には52,900

千本になるものと推計されます。 

 

花き需要量推計 

 

 

 

 

 

※平成 25 年度の需要量は試算値。 

 

     

(3) 供給の現状とその見通し 

  ① 青果物 

ア 野 菜 

      近年における本県の野菜（果実的野菜を除く）の作付面積は減少傾向にあり、基準

年度である平成 25 年度は 15,582 ヘクタールとなっています。 

      作目別の作付動向をみると、ながいも、ばれいしょ、だいこんが減少傾向にあるほ

か、本県の主力品目のにんにく、にんじんは横ばい傾向、ごぼうは増加傾向となって

います。 

      基準年度における生産量は 397,905 トンで、出荷量は生産量の 85.7％に当たる

341,053 トンとなっています。 

      また、県内卸売市場への県外からの入荷量は、地場産が減少する 11 月頃から徐々に

増え、1 月から 3 月には約 7 割を占めています。年間では基準年度で 85,918 トン

（41.1％）となっています。 

          今後の野菜の生産は、省力化・軽労化技術の普及と機械・施設の共同利用等による

生産コストの低減や、収益性の高い複合経営への転換促進などにより栽培面積の維持

を図るとともに、環境への負荷が少なく、付加価値の高い有機栽培や特別栽培の取組

の拡大や野菜の消費動向の変化に対応した加工・業務用野菜の安定供給体制の構築な

ど、地域の特性に応じた多様な産地づくりを推進していくこととしています。 

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

消費人口（千人） 1,376  1,283  93.2%  

１人当たり需要量（kg） 41.8  43.9  105.0%  

総需要量（千トン） 57.5  56.3  97.9%  

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

消費人口（千人） 1,376  1,283  93.2%  

１人当たり需要量（本） (43.9)  41.2  93.8%  

総需要量（千本） (60,400)  52,900  87.6%  
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目標年度における作付面積は、基準年度と同程度の 15,689 ヘクタールに、生産量は

4.0％多い 413,750 トンになるものと推計されます。 

   

野菜供給量推計 

 

 

 

 

 

 

 

イ 果 実 

近年における本県の果実（果実的野菜を含む）の栽培面積は減少傾向にあり、基準

年度である平成 25 年度は 22,701 ヘクタールとなっています。このうち、基幹作目で

あるりんごが 20,000 ヘクタールと全体の 88.1％を占め、次いでメロン、ぶどう、す

いかの順となっています。 

      作目別の栽培動向をみると、概ね横ばいか微減傾向となっており、果実的野菜では

メロンの減少幅がやや大きい傾向にあります。また、りんごは、減少傾向が続いてい

ましたが、ここ数年は横ばいとなっています。 

          基準年度における生産量は、447,159 トンで、出荷量は生産量の 89.6％に当たる

400,634 トンとなっています。  

      また、県内卸売市場への県外からの入荷量は、基準年度で全体の 21.4％に当たる

38,304 トンとなっており、品目別では、バナナ、みかんが圧倒的に多く、次いで、か

き、すいかの順になっています。 

      今後の果実の生産は、改植によるりんご園の若返りと災害に強い園地づくりを進め

るほか、高品質りんご生産に向けた早期適正着果や適期収穫の推進などの栽培管理の

徹底、周年販売体制の維持により、消費者に信頼されるブランドの確立を図っていく

こととしています。 

目標年度における栽培面積は、基準年度より 3.6％少ない 21,877 ヘクタールに、生

産量は 6.5％多い 476,277 トンになるものと推計されます。 

   

果実供給量推計 

 

 

 

 

 

 

 

② 水産物 

     本県の基準年度における水揚量は 185,855 トンとなっており、年々減少傾向で推移し

ています。 

     県内の水揚状況を市町村別にみると、八戸市が 96,278 トンと圧倒的に多く、全体の

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

作付面積（ha） 15,582  15,689  100.7%  

生産量（トン） 397,905  413,750  104.0%  

出荷量（トン） 341,053  337,872  99.1%  

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

栽培面積（ha） 22,701  21,877  96.4%  

生産量（トン） 447,159  476,277  106.5%  

出荷量（トン） 400,634  427,753  106.8%  
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51.8％を占めており、次いで平内町、むつ市、外ヶ浜町の順となっています。 

        魚種別水揚量では、ホタテガイが 52,066 トンと全体の 28.0％を占め、次いでサバ、

スルメイカの順となっています。 

     近年、水産資源の減少や、漁業就業者数の減少に加え、国民のライフスタイルの変化

や経済情勢などを背景として、家計の食料消費支出に占める魚介類購入費の比率は低下

傾向にあります。 

     こうした中、本県においては、資源評価に基づく適切な漁獲可能量（ＴＡＣ）制度の

運用やつくり育てる漁業などの種々の支援策を講じながら、資源の回復に取り組んでい

るところです。 

目標年度における水揚量は、基準年度より 3.3％多い 191,941 トンになるものと推計

されます。 

 

水産物供給量推計 

 

 

 

 

 

③ 食 肉 

本県の基準年度における肉用牛の飼養頭数は、57,000 頭となっており、平成 23 年か

ら減少傾向で推移しています。 

今後は、遺伝子解析技術などを活用した能力の高い種雄牛づくりや、繁殖雌牛の情報

をデータベース化した統一繁殖管理台帳に基づく指導強化による生産性の向上などによ

り、「あおもり牛」のブランド確立を図っていくこととしています。 

     一方、基準年度における豚の飼養頭数は、381,800 頭となっており、近年、横ばい傾

向で推移しています。 

今後は、衛生管理の徹底による安全・安心な高品質豚肉の生産拡大と地域の特色を生

かした銘柄化を推進することとしています。  

     目標年度における出荷頭数は、基準年度に比べて肉用牛は 3.1％減の 31,103 頭、豚は

21.2％増の 962,910 頭になるものと推計されます。 

   

食肉供給量推計 

 

 

 

 

          ※平成 25 年度の豚出荷頭数は試算値。 

 

 

④ 花 き 

近年における本県の花きの作付面積は減少傾向にあり、基準年度である平成 25 年度は

120 ヘクタールで、出荷量は 27,376 千本となっています。品目別の出荷量は、切花類で

はキク、アルストロメリア、トルコギキョウ、バラ、ヒマワリの順に、また、鉢物類で

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

水揚量（トン） 185,855  191,941  103.3%  

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

肉用牛出荷頭数（頭） 32,100  31,103  96.9%  

豚出荷頭数（頭） (794,280) 962,910  121.2%  
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はポットローズ､サクラソウ、シクラメンの順に多くなっています。 

     本県においては、花き生産の基幹品目であるキク、トルコギキョウに県育成オリジナ

ル品種のあるデルフィニウムを加えた３品目を重要品目に、また、特定の地域で作付さ

れ、今後生産拡大の可能性が高いヒマワリなど４品目を地域振興品目として位置付け、

花色と日持ちの良さを武器に生産拡大を図ることとしています。 

目標年度における作付面積は、基準年度より 20.8％減の 95 ヘクタールで、出荷量は

16.6％減の 22,837 千本になるものと推計されます。 

   

花き供給量推計 

 

 

 

 

 

 

(4) 卸売市場流通の現状とその見通し 

① 青果物 

県内には青果物を取り扱う卸売市場が 8 市場あり、このうち中央卸売市場は 2 市場、

地方卸売市場は 5 市場、地方卸売市場の規模に満たない市場（以下「小規模市場」とい

う。）は 1 市場です。 

   

ア 野 菜 

      基準年度における県内卸売市場取扱量は 209,131 トンで、総需要量 144,400 トンの

約 1.4 倍になっています。 

      入荷数量を品目別に見ると、だいこん、ごぼう、ながいも、キャベツ、にんじん及

びたまねぎが多く、全体の 64％を占めています。 

      県内産と県外産の入荷割合では、県内産の割合が 59％となっていますが、1 月から

5 月までは県内産の入荷量は 40％に満たない状況となっています。 

      また、全国の卸売市場の経由率を見ると昭和 60 年前後をピークに減少傾向に転じて

おり、平成 25 年度の野菜の卸売市場経由率は 70.2％となっています。卸売市場経由

率の減少の主な要因として、加工青果物や輸入加工品の大幅な増加や大手スーパー等

の量販店、大手外食チェーン店等による卸売市場を経由しない市場外取引が増加した

ことによるものとなっています。 

      目標年度における県内卸売市場取扱量は、基準年度より 2,300 トン余り減少し、

206,736 トンになるものと推計されます。 

    イ 果 実 

      基準年度における県内卸売市場取扱量は 178,926 トンで、総需要量 82,700 トンの

2.2 倍となっています。 

      入荷数量を品目別に見ると、りんご、バナナ、みかん、すいか及びメロンの順で、

これら 5 品目で全体の 87％を占めています。 

      果実の消費拡大を図るために、品質管理の徹底や計画出荷の推進による競争力強化

と国が実施している「毎日くだもの 200 グラム運動」と連携しながら産地自らが食育

活動の推進を図るなど、若年層を中心とした消費拡大に向けた取組を強化するほか、

区  分 平成 25 平成 32 32/25 

作付面積（ha） 120  95  79.2%  

出荷量（千本） 27,376  22,837  83.4%  
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台湾を中心とした輸出の振興を図ることとしています。 

目標年度における県内卸売市場取扱量は、基準年度より 2,700 トン余り減少し、

176,168 トンになるものと推計されます。 

② 水産物 

     基準年度における水産物卸売市場は、消費地市場として青森市中央卸売市場のほか、

弘前市、五所川原市及びむつ市にそれぞれ 1 市場、水揚地に産地市場として 13 市場の計

17 市場（漁協の荷さばき所を除く。）があります。 

     基準年度における県内卸売市場取扱量は 176,903 トンで、総需要量 90,700 トンの約

2.0 倍となっています。 

     このうち、中央卸売市場取扱量は 41,900 トンで、総需要量の 46.2％に相当していま

す。 

近年における漁業資源の減少や、漁業就業者数の減少により漁獲量が減少傾向にある

こと、また、家計における魚介類購入量の減少から、目標年度における水産物の県内卸

売市場取扱量は、基準年度より 55,000 トン余り減少し、121,578 トンになるものと推計

されます。 

   ③ 食 肉 

県内には食肉市場機能を有する施設はないものの、県内 5 か所に整備されている食肉

処理加工施設（食肉センター）が部分肉処理機能を備え、と畜解体にとどまらず実質的

卸売機能も含めた枝肉及び部分肉の流通上の出荷基地としての重要な役割を果たしてい

ます。 

基準年度における肉用牛の出荷頭数は 32,100 頭で、このうち県内出荷は 21,244 頭

（66.2％）、県外出荷は 10,856 頭（33.8％）となっています。 

また、豚の出荷頭数は 794,280 頭と推計されます。 

今後は、食肉処理加工施設の機能向上を推進し、枝肉や部分肉等による流通体制に対

応するとともに、生産から食肉処理加工までの工程における安全かつ衛生的な体制整備

を推進し、多様化する消費者ニーズへの的確な対応に努めていくこととしていることか

ら、県内出荷が実数・割合とも一層増加するものと思われます。 

④ 花 き 

県内には花きを取り扱う卸売市場が 5 市場あり、その内訳は、中央卸売市場が 1 市場、

地方卸売市場が 3 市場、小規模市場が 1 市場となっています。 

基準年度における県内卸売市場取扱量は 45,776 千本で、その大部分は切り花となって

います。 

長引く景気低迷による花き需要の減少などにより、目標年度における県内卸売市場取

扱量は、基準年度より 5,700 千本余り減少し、40,059 千本となることが推計されます。 

 

 

２ 品目別流通圏の設定 

流通圏の設定 

流通圏は、品目ごとの流通の実態等を踏まえ、既設市場の設置状況、道路交通網の整備

や人口集中、流通の広域化等の状況及び自然条件、社会的条件並びにこれらの将来におけ

る変化の見通し等を勘案して、地域の実態に即した生鮮食料品等の流通の効率化を推進す

る観点から、卸売市場を一体的に整備することが適当と認められる区域であり、青果物及

び花きについては、青森・弘前・八戸の 3 流通圏とし、水産物については、県内一円を青
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森市中央卸売市場を中心とした一つの流通圏に設定しました。 

(1) 青果物・花き 

ア 青森流通圏 

     この地域は、青森市、五所川原市、むつ市、つがる市、東津軽郡及び西津軽郡の全町

村、北津軽郡の板柳町を除く町、上北郡の野辺地町及び横浜町、下北郡の全町村の 4 市

10 町 4 村によって構成されており、消費人口は基準年度で 563,200 人となっています。

平成 28 年 3 月の北海道新幹線開業により観光客等の入込数増加が期待されますが、定住

人口については、今後も減少傾向が続くと予想されるため、目標年度では 519,400 人に

なるものと推計されます。 

   イ 弘前流通圏 

この地域は、弘前市、黒石市、中津軽郡の全村、南津軽郡の全町村、北津軽郡の板柳

町の 3 市 3 町 2 村によって構成されており、消費人口は基準年度で 305,900 人となって

います。 

消費人口は、中心都市である弘前市を含む各市町村で減少すると見込まれることから、

目標年度では 285,600 人になるものと推計されます。 

ウ 八戸流通圏 

この地域は、八戸市、十和田市、三沢市、三戸郡の全町村、上北郡の野辺地町と横浜

町を除く町村の 3 市 9 町 2 村によって構成されており、消費人口は基準年度で 506,900

人となっています。 

消費人口は、中心都市である八戸市を含む各市町村で減少すると見込まれることから、

目標年度では 478,000 人になるものと推計されます。 

(2) 水産物 

      水産物については、次のような水産物流通の実情から県内全域を一流通圏と設定しまし

た。 

    ① 中弘南黒地方の場合は、青森市中央卸売市場からの供給が主力となっています。 

      また、中心となる弘前市には、弘前水産地方卸売市場が水産物流通の拠点として配

置されており、多種多様な集配能力を有する地理的条件と交通網の整備によって、今

後ともこの傾向は続くものと推察されます。 

    ② 上十三地方の場合は、青森市中央卸売市場からの供給と八戸市魚市場からの供給に

よって賄われており、今後ともこの傾向は変わらないものと推察されます。 

③ 基準年度の県内消費地市場における水産物の供給量の 69.9％は青森市中央卸売市 

場が占めていることから、青森市中央卸売市場の供給域は、県内一円とみられます。 

        なお、この水産物流通圏は、将来の商業勢力の進展、市場間の依存関係の変化等を見極

めながら、柔軟に対応していくこととします。 

 



 

 

 

-
 9
 - 

青 果 物 流 通 圏 

 

区      域 

品 

 

目 

流通圏人口 市場取扱量 他流通圏 

重複区域 平成 25 年度 

（基準年度） 

平成 32 年度 

（目標年度） 

平成 25 年度 

（基準年度） 
平成 32 年度 

（目標年度） 

  

青森市、五所川原市、むつ市、つがる市、

平内町、外ヶ浜町、今別町、蓬田村、鰺

ヶ沢町、深浦町、鶴田町、中泊町、野辺

地町、横浜町、大間町、東通村、風間浦

村、佐井村 

 

    千人 
 

563.2 

千人 
 

519.4 

      千トン 
 

65.9 

   千トン 
 

64.3 

－ 

 563.2 519.4 33.4 26.9 

  

弘前市、黒石市、西目屋村、藤崎町、大

鰐町、田舎館村、平川市、板柳町 
 305.9 285.6 27.1 25.4 

－ 

 305.9 285.6 112.9 118.1 

 

八戸市、十和田市、三沢市、七戸町、お

いらせ町、六戸町、東北町、六ヶ所村、

三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上

町、新郷村 

 506.9 478.0 116.1 117.0 

－ 

 506.9 478.0 32.6 31.2 

 

 

 

合     計 

 

1,376 1,283 209.1 206.7 

－ 

 1,376 1,283 178.9 176.2 

 

 

果 

実 
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実 
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花 き 流 通 圏 

 

区      域 
流通圏人口 市場取扱量 他流通圏 

重複区域 平成 25 年度 

（基準年度） 

平成 32 年度 

（目標年度） 

平成 25 年度 

（基準年度） 
平成 32 年度 

（目標年度） 

 

青森市、五所川原市、むつ市、つがる市、平

内町、外ヶ浜町、今別町、蓬田村、鰺ヶ沢町、

深浦町、鶴田町、中泊町、野辺地町、横浜町、

大間町、東通村、風間浦村、佐井村 

    千人     千人 百万本 百万本  

563.2 
 

519.4 
 

14.4 
 

13.4 
 

－ 

 

 

弘前市、黒石市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、

田舎館村、平川市、板柳町 
305.9 285.6 12.5 8.2 － 

 

八戸市、十和田市、三沢市、七戸町、おいら

せ町、六戸町、東北町、六ヶ所村、三戸町、

五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村 

506.9 478.0 18.8 18.5 － 

合     計 1,376 1,283 45.7 40.1 － 
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水 産 物 流 通 圏 

 

区      域 
流通圏人口 市場取扱量 他流通圏 

重複区域 平成 25 年度 

（基準年度） 

平成 32 年度 

（目標年度） 

平成 25 年度 

（基準年度） 
平成 32 年度 

（目標年度） 

 

県  内  全  域 

    千人    千人    千トン    千トン  

1,376 
 

1,283 
 

176.9 
 

121.6 
 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流
通
圏 

青 

森 

県 
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３ 卸売市場配置計画 

卸売市場の配置については、国の「卸売市場整備基本方針」（平成 28 年 1 月公表）及び「中

央卸売市場整備計画」（平成 28 年 4 月公表）との整合性を保ちながら、各流通圏において、需

給調整機能及び主体的な価格形成機能をもつ中央卸売市場を「基幹市場」とし、当該流通圏に

おいて拠点的役割を果たす地方卸売市場のうち大規模で地域流通の中核的拠点となるべきもの

については「中核的地方卸売市場」として、それ以外の拠点的な役割を果たす地方卸売市場を

「地域拠点市場」としてそれぞれ配置します。 

 

(1) 青果物 

① 青森流通圏 

この地域における市場は、基幹市場である青森市中央卸売市場、中核的地方卸売市場で

ある大魚株式会社むつ総合卸売市場、地域拠点市場である株式会社五所川原中央青果及び

五所川原市にある小規模市場の 4市場で構成されています。 

基幹市場、中核的地方卸売市場及び地域拠点市場は、それぞれ存置整備することとし、

それぞれの市場機能の充実に努めます。 

② 弘前流通圏 

この地域における市場は、中核的地方卸売市場である弘果弘前中央青果株式会社のみで

あり、存置の方向で市場機能の充実に努めます。 

③ 八戸流通圏 

この地域における市場は、基幹市場である八戸市中央卸売市場、地域拠点市場である十

和田地方卸売市場及び南部町営地方卸売市場で構成されています。 

それぞれ存置若しくは存置整備の方向とし、市場機能の充実に努めます。 

 

(2) 水産物 

① 産地市場 

     本県は三方が海に面しており、また、そのふところに陸奥湾を有することから海岸線に

は数多くの漁港が点在し、これらの漁港には卸売市場又は荷さばき所が設置されています

が、今後も地域の実情に応じて、水産基盤整備に基づき漁港及び後背施設の整備をしてい

きます。 

     産地市場は、水産物の生産と流通の接点としての役割を果たしており、産地における出

荷及び加工機能との関連性が強いため、地域の実情に即した市場施設の近代化、取引の合

理化に努め、水揚量及び魚種構成の変化、地元加工業者の生産動向など、今後の水産物流

通を巡る諸条件の変化に対応した効率的な流通が確保されるよう配置します。                                         

     具体的には、公正な価格の形成、市場取引の効率化、市場経営の基盤強化等を図る観点

から、年間取扱高の小規模な市場及び荷さばき所のみならず、比較的大規模な市場も視野

に入れて産地市場の経営合理化に向けた取組を推進していきます。市場の経営の合理化に

当たっては、全国規模の出荷圏を有し、かつ消費地市場化も目指す「大量広域流通圏型市

場」や、当日売買圏型として地場流通を支える「地域拠点型市場」、ブランド志向で、概

ねキロ単価一千円以上の魚介類を主体に扱うことを目指す「特定魚種流通型市場」の 3 つ

のタイプを想定し、各市場の実態と未来像を総体的に勘案するとともに、今後関係者との

十分な協議を図りながら検討を進めていきます。 

これらのことを踏まえて、以下のとおり整備及び検討に努めていきます。 
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市町村等 整 備 の 方 向 

八戸市  八戸市魚市場については八戸漁港水産物流通機能高度化対策事業によ

る市場等整備を引き続き進め、大量広域流通圏型市場等を目指すものとし

ます。 

三沢市 三沢市魚市場については存置整備の方向とし、衛生管理の高度化を図り

ながら地域拠点型市場を目指すものとします。 

六ヶ所村 泊魚市場については存置の方向とし、地域拠点型市場を目指すものとし

ます。                                                                 

東通村 白糠魚市場については存置の方向とし、地域拠点型市場の設置を検討す

るものとします。 

むつ市 大畑町魚市場については存置整備の方向とし、近隣荷さばき所との統合

を検討しながら地域拠点型市場を目指すものとします。 

大間町及び

周辺市町村 

大間漁業協同組合魚市場については存置の方向とし、地域拠点型市場を

目指すものとします。 

中泊町 小泊漁業協同組合魚市場及び下前魚市場については存置の方向とし、地

域拠点型市場を目指すものとします。                             

鰺ヶ沢町 鰺ヶ沢魚市場については、存置の方向とし、地域拠点型市場を目指すも

のとします。       

深浦町 深浦魚市場、大戸瀬魚市場及び近隣の荷さばき所による特定魚種流通型

市場の形成を検討するものとします。 

その他の各

市場及び荷

さばき所 

このほか、各市場及び荷さばき所において、水産物流通や市場運営状況

など実情を勘案して必要が生じた場合は、整備若しくは統合等により水産

物流通機能の充実を図るものとします。 

 

② 消費地市場 

消費地市場については、青森市中央卸売市場が県内全域にわたる水産物の拠点になって

おり、基幹市場としての役割を果たしています。 

さらに、消費地における水産物の円滑な流通を図るため、青森市中央卸売市場からの距

離、分荷の状況等を考慮して、弘前市、五所川原市及びむつ市に地方卸売市場を配置して

おり、各流通圏の消費者へ安定的に水産物を供給しています。 

これらの市場については、存置若しくは存置整備の方向とし、市場機能の充実に努めま

す。 

今後、八戸市については、当該地域の実情を勘案して必要が生じた場合、地方卸売市場

の配置について計画します。 

   ③ 陸奥湾圏域荷さばき所 

本県の陸奥湾は、我が国有数の内湾で、その特色を生かしたホタテガイ養殖が盛んであ

り、水揚げされたホタテガイは、青森県漁業協同組合連合会によって一括入札されていま

す。 

このことから、陸奥湾圏域では、一般的に産地市場を経由する他の水産物とは流通経路

が異なるうえ、他の水産物の水揚げが極めて少ない等の理由から産地市場が形成されず、

全て荷さばき所となっていることから、今後は、これら荷さばき所の効率的な整備を図り

ます。 
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(3) 食 肉 

現在、全国の食肉卸売市場は 39 市場あり、このうち中央卸売市場は 10 市場、地方卸売市

場は 29 市場（総合市場含む）ですが、北海道・東北には宮城県の仙台市中央卸売市場がある

のみとなっています。 

本県においては、食肉卸売市場が設置されていないことから、食肉の取引は、相対取引に

よる枝肉及び部分肉流通が主体となっています。 

食肉の適正な取引、価格形成を図るうえで、市場取引が望ましいと考えられますが、買参

人の確保や部分肉流通の増加等から新たに食肉卸売市場を配置することは現実的に難しいの

が実情となっています。 

このため、今後は、実質的に卸売市場的な役割を果たしている、既設食肉センターの整備・

機能強化等を通じて、食肉流通の円滑化を図っていきます。 

 

(4) 花 き 

花き市場については、鮮度保持のための施設の整備等を図り、効率的な運営を図ることを

目標に市場整備を検討していきます。 

① 青森流通圏 

この地域における市場は、青森市中央卸売市場花き部から転換した青森市公設地方卸売

市場のみであり、存置の方向で市場機能の充実に努めます。 

② 弘前流通圏 

この地域における市場は、中核的地方卸売市場である弘果弘前中央青果株式会社、株式

会社弘前生花市場及び 1 つの小規模市場です。これらの市場については存置とし、統合に

ついて必要が生じた場合には、関係者による協議の場を設けるなどして検討しながら市場

整備を図っていきます。 

③ 八戸流通圏 

この地域における市場は、基幹市場である八戸市中央卸売市場のみであり、存置整備す

ることとします。 

 

(5) 配置の計画 

県内の卸売市場の具体的な配置計画及び存置、存置整備（存置、施設整備）、統合、廃止

等の整備方針については、次表のとおりです。 
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卸売市場配置計画 
流 通 圏 

配置位置 

当該流通圏の既存市場 整  備  方  針 卸売市場 

整備地区 

指定の 

有無 

備 考 
青
果
物 

水
産
物 

食 

 

肉 

花 

 

き 

市町村名 市場名 区分 市場の整備計画 
区
分 

取 扱 

品 目 

１ 
 
 

４ 
 
 

 

 
 
 
 

１ 

青森市 青森市 

(1) 総合卸売市場 

①青森市中央卸売市場 

 

(4)花き卸売市場 

 ②青森市公設地方卸売市場 

 

中 

 

 

公 

 

第 10 次中央卸売市場整
備計画に基づき整備 

 

存置 

 

中 

 

 

公 

 

青果物 

水産物 

 

花 き 

 

無 

 

 

無 

 

基幹市場 

 

 

 

 
１ 
 

１ 
 
 
 

 
 
 
 
 

４ 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

五所川原市 五所川原市 

(2) 青果物卸売市場 

③地方卸売市場 

  ㈱五所川原中央青果 

④五所川原第一青果（小規模） 

(3) 水産物卸売市場 

⑤五所川原地方卸売市場 

  丸中五所川原中央水産㈱ 

 

民 

 

民 

 

民 

 

存置、施設整備 

 

－ 

 

存置 

 

民 

 

民 

 

民 

 

青果物 

 

青果物 

 

水産物 

 

無 

 

無 

 

無 

 

地域拠点市場 

 
１ 

 
４ 
 
 

４ 

 
 

 

むつ市 むつ市 

(1) 総合卸売市場 

⑥地方卸売市場 

  大魚㈱むつ総合卸売市場 

(3) 水産物卸売市場 

⑦地方卸売市場大畑町魚市場（産） 

 

中核 

 

 

公 

 

存置、施設整備 

 

 

存置、施設整備 

 

民 

 

 

公 

 

青果物 

水産物 

 

水産物 

 

無 

 

 

無 

 

中核的地方卸
売市場 

  
４ 
４ 

  

深浦町 深浦町 

(3) 水産物卸売市場 

 ⑧地方卸売市場深浦魚市場（産） 

 ⑨地方卸売市場大戸瀬魚市場（産） 

 

民 

民 

 

存置 

存置、施設整備 

 

民 

民 

 

水産物 

水産物 

 

無 

無 

 

  
４ 
 

４ 
 

４ 

  
鰺ヶ沢町 鰺ヶ沢町 

(3) 水産物卸売市場 

 ⑩鰺ヶ沢漁業協同組合地方卸売市場(産)  

 

民 

 

存置 

 

民 

 

水産物 

 

無 

 

中泊町 中泊町 

(3) 水産物卸売市場 

 ⑪地方卸売市場 

小泊漁業協同組合魚市場（産） 

 ⑫地方卸売市場下前魚市場（産） 

 

民 

 

民 

 

存置 

 

存置 

 

民 

 

民 

 

水産物 

 

水産物 

 

無 

 

無 

 

  
４ 

  

大間町 大間町 

(3) 水産物卸売市場 

 ⑬地方卸売市場 

大間漁業協同組合魚市場（産） 

民 存置 民 水産物 

 

無 

 

  
４ 

  
東通村 東通村 

(3) 水産物卸売市場 

⑭地方卸売市場白糠魚市場（産） 

 

民 

 

存置 

 

民 

 

水産物 

 

無 

 



 

    

 

-
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6 
- 

流 通 圏 

配置位置 

当該流通圏の既存市場 整  備  方  針 卸売市場 

整備地区 

指定の 

有無 

備 考 
青
果
物 

水
産
物 

食 

 

肉 

花 

 

き 

市町村名 市場名 区分 市場の整備計画 
区
分 

取 扱 

品 目 

 

 
 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

３ 

 

４ 
 

４ 
 
４ 
 
 
 
 

４ 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 
 

４ 
 

４ 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 
 

２ 
２ 
 

３ 
 
 

六ヶ所村 六ヶ所村 
(3) 水産物卸売市場 

⑮地方卸売市場泊魚市場（産） 

 

民 

 

存置 

 

民 

 

水産物 

 

無 

 

三沢市 三沢市 
(3) 水産物卸売市場 

⑯地方卸売市場三沢市魚市場（産） 

 

公 

 

存置、施設整備 

 

公 

 

水産物 

 

無 

 

 

東北町 東北町 
(3) 水産物卸売市場 

⑰小川原湖地区卸売魚市場（小規模） 

 

民 

 

 － 

 

民 

 

水産物 

 

無 

 

弘前市 弘前市 

(1) 総合卸売市場 

 ⑱地方卸売市場弘果弘前中央青果㈱
（中核） 

(3) 水産物卸売市場 

 ⑲㈱弘前水産地方卸売市場（中核） 

 

(4) 花き卸売市場 

 ⑳地方卸売市場㈱弘前生花市場 

 ㉑弘前堅田生花㈱（小規模） 

 

中核 

 

 

中核 

 

 

民 

民 

 

存置 

 

 

存置 

 

 

存置 

－ 

 

民 

 

 

民 

 

 

民 

民 

 

青果物 

花 き 

 

水産物 

 

 

花 き 

花 き 

 

無 

 

 

無 

 

 

無 

無 

 

中核的地方卸
売市場 

 

中核的地方卸
売市場 

八戸市 八戸市 

(1) 総合卸売市場 

 ㉒八戸市中央卸売市場 

 

中 

 

 

第 10 次中央卸売市場整
備計画に基づき整備 

 

中 

 

 

青果物 

花 き 

 

無 

 

基幹市場 

八戸市 八戸市 

(3) 水産物卸売市場 

 ㉓地方卸売市場 

   八戸市第一魚市場（産） 

 ㉔地方卸売市場 

   八戸市第二魚市場（産） 

㉕地方卸売市場 

  八戸市第三魚市場（産） 

 

公 

 

公 

 

公 

 

存置 

 

存置、施設整備 

 

存置、施設整備 

 

公 

 

公 

 

公 

 

水産物 

 

水産物 

 

水産物 

 

無 

 

無 

 

無 

 

南部町 南部町 
(2) 青果物卸売市場 

㉖南部町営地方卸売市場 

 

公 

 

存置、施設整備 

 

公 

 

青果物 

 

無 

 

 

十和田市 十和田市 
(2) 青果物卸売市場 

 ○27十和田地方卸売市場 

 

民 

 

存置、施設整備 

 

民 

 

青果物 

 

無 

 

地域拠点市場 
 
注１ 流通圏の番号の青果物及び花きに係る｢１｣は青森流通圏、「２」は弘前流通圏、「３」は八戸流通圏、また、同欄の水産物に係る「４」は県下全域の流通圏を示す。 
 ２ 当該流通圏既存市場の欄の(1)は総合、(2)は青果物、(3)は水産物、(4)は花きの各卸売市場を、また、市場名に係る「（小規模）」は小規模市場、「（産）」は産地市場を示す。 
 ３ 当該流通圏既存市場及び整備方針の欄の区分に係る「中」は中央卸売市場、「公」は公設の地方卸売市場、「民」は民営の地方卸売市場、「中核」は中核的地方卸売市場を

示す。 
 ４ 「卸売市場整備地区」とは、近代的な地方卸売市場を開設すべき地区として知事が指定する地区をいう。   
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第３ 近代的な卸売市場の立地並びに施設の種類、規模、配置及び構造に

関する基本的事項 
 

１ 立地条件 

(1) 立地周辺の土地利用との調整を考慮しつつ、都市計画等との整合性を確保するものとし

ます。特に、流通業務市街地の整備に関する法律（昭和 41 年法律第 110 号）に基づく流通

業務施設の整備に関する基本方針との関連性に配慮するものとします。 

(2) 道路など生鮮食料品等流通に関連する公共インフラの整備計画との整合性が確保され、

かつ、災害時等も考慮して交通事情が良好な場所を選定するものとします。 

(3) 各種施設が適切に配置され、利用施設の効率性が確保できる地形とするものとします。 

(4) 生鮮食料品等の安全・衛生上適切な環境にある地域に立地するものとします。 

 

２ 施設の種類 

施設の種類は、次に示すとおりとし、商品・小売の形態や取引方法の変化・多様化、情報

化の進展、物流技術の進歩、食の安全や環境問題に対する社会的要請の高まり等に対応して

必要な施設を計画的に整備するものとします。 

また、整備された施設の効率的な利用、維持管理の適正化に十分配慮するものとします。 

施    設 例       示 

売場施設 

 

駐車施設 

貯蔵・保管施設 

輸送・搬送施設 

 

衛生施設 

 

情報・事務処理施設 

 

管理施設 

加工処理施設 

福利厚生施設 

関連事業施設 

以上の施設に附帯する施設 

卸売場、低温卸売場、仲卸売場、配送センター、買荷保管・

積込所、低温販売施設、活魚販売設備 

駐車場 

倉庫、自動倉庫、冷蔵庫、ラック 

自動荷さばき設備、自動搬送設備、フォークリフト、エレベ

ーター、コンベア 

発泡スチロール処理施設、じんあい処理設備、汚水処理設備、

食品検査室 

入荷量・卸売価格表示設備、せり機械設備、情報処理センタ

ー、コンピューター、見学研修設備 

管理事務所、業者事務所 

バナナ熟成加工室、小分け・包装設備 

医療設備、休養室、更衣室 

関連商品売場 

受電設備、給電設備、給油所、空調設備、計量設備 

   なお、水産物産地市場については、以上のほかに、海水浄化施設、水揚・選別機械設備、

計量施設等を実情に応じて整備するものとします。 

 

３ 施設規模 

施設の規模については、卸売市場整備基本方針に示された「卸売市場施設規模算定基準」（別

記）に基づいて算定される施設規模を目安とします。 
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４ 施設の配置、運営及び構造 

卸売市場施設の配置、運営及び構造については、生産者及び実需者のニーズや社会的要請に的

確に対応する必要があることを踏まえ、卸売市場で取り扱う生鮮食料品等の品質管理の向上や、

加工処理等の機能の強化、さらには環境問題への積極的な取組や災害時等の緊急事態への対応機

能の強化等に向けて、特に次の事項に留意することとします。その際、公設卸売市場においては、

公営企業の経営原則を踏まえ、健全な市場会計が確保されるよう適切な施設整備と運営の合理化

に努め、特に、施設整備におけるＰＦＩ事業の活用、施設管理における民間委託の推進や地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）に基づく指定管理者制度の活用を通じ、整備・運営コストと市場

使用料の抑制等に努めるものとします。 

さらに、卸売市場の利用者が受ける便益等に応じた費用負担の適正化の観点から、施設の使用

料、入場料等の徴収についても検討するものとします。 

(1) 卸売市場施設については、その導入に当たっての費用対効果や市場経営に及ぼす影響、

共同施設の利用に関する卸売業者、仲卸業者等の市場関係業者間の調整、それら業者の経

営への影響等を考慮しつつ、卸売市場の経営戦略に即した計画的な整備・配置を推進する

こととします。 

(2) 産地との連携強化により魅力的かつ特色ある商品の品揃えを充実させ、それらに係る集

荷・販売力を強化するため、高品質な生鮮食料品等の円滑かつ効率的な集荷、選果・選別

等に対応可能な貯蔵・保管施設、輸送・搬送施設等の整備・配置を計画的に推進すること

とします。 

(3) よりきめ細かなサービスを求める大規模小売業者、専門小売業者、外食産業事業者等の

ニーズへの対応を強化するため、提供する多様なサービスに応じた加工処理施設、貯蔵・

保管施設及び輸送・搬送施設等の整備・配置を計画的に推進することとします。  

また、施設の配置に当たっては、関連ノウハウを有する加工業者等の市場外業者との連

携も考慮するとともに、消費者ニーズに応える商品供給のため、市場関係業者が一体とな

って行うリテイルサポート（小売支援活動）等の取組に配慮した施設の運営に努めるもの

とします。 

(4) コールドチェーンの確立を含めた卸売市場における品質管理に対する生産者及び実需者

のニーズに対応するため、低温の卸売場や荷さばき場、温度帯別冷蔵庫等の低温（定温）

管理・多温度帯管理施設や、衛生施設等の品質管理の高度化に資する施設の整備・配置を

計画的に推進することとします。その際、HACCP（食品製造等に関する危害要因を分析し、

特に重要な工程を監視・記録するシステム）の考え方を採り入れた品質管理や、外部監査

を伴う品質管理認証の取得に取り組む卸売市場にあっては、必要となる施設の整備・配置

に努めるものとします。また、施設の整備・配置に当たっては、取扱物品の構成、生産者

や実需者のニーズ、施設整備に伴う場内物流の効率性への影響、卸売業者や仲卸業者のコ

スト負担、立地条件、地域性等を勘案した導入の効果や必要性等を考慮することとします。

さらに、施設運営に当たっては、コールドチェーンシステムの確立を含めた取扱物品の品質管

理を徹底する観点から、適切な温度管理の徹底に十分配慮するよう努めるものとします。 

(5) 新規需要の創出を通じた市場関係業者の経営体質の強化、さらには市場取引の活性化を

図る観点から、立地条件等を踏まえつつ、卸売市場が国産農林水産物の輸出に係る拠点と
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しての機能を発揮するため、必要に応じて、輸出先が求める品質管理、小分け・包装、多

品目混載等に対応可能な施設の整備・配置に努めるものとします。 

(6) 太陽光発電等による新たなエネルギーの産出とその活用、省電力設備の導入のほか、食

品廃棄物、包装容器等のリサイクルに資する施設や塵埃及び汚水の処理施設の整備・配置、

さらには通い容器の導入等による物流業務の効率化に努めるとともに、管理棟の木質化を

推進することとします。 

(7) 取扱量の増大が見込まれる卸売市場にあっては、各種施設の増設余地の確保に努めるものとし

ます。 

(8) 大規模増改築等卸売市場施設の新設に当たっては、外気の影響を遮断する閉鎖型の施設とする

よう努めるものとします。 

(9) 施設配置に当たっては、場内搬送経路の最適化を十分配慮するとともに、必要に応じて自動

搬送施設の導入等を行うこととします。また、場外における交通渋滞等を緩和するため、車両

誘導の効率化を図ることとします。 

(10) 卸売市場の運営の効率化と卸売市場における物流業務の効率化を図るため、生産者や実需者

とのデータ連携や取引の効率化に資する生鮮 EDI 標準（受発注等の情報を電子的に交換する方

法の標準的な取り決め）の導入及び電子タグ（メモリ機能を有する極小のICチップとアンテナ

を内蔵した荷札（タグ））等の情報通信技術の活用を図っていくほか、産地や実需者と連携し

て、流通コストの削減や流通における環境負荷の軽減に資する通い容器の導入について検討す

るものとします。 

また、必要に応じて市場内におけるLAN（構内情報通信網）や通い容器に対応した搬送施設の

整備、通い容器の一時保管場所の確保に努めるものとします。 

(11) 卸売市場施設の構造については、流通事情の変化や情報通信技術の進展に柔軟に対応できる

ものとします。 

(12) 卸売市場に対する理解醸成とともに、卸売市場の多様な機能の発揮を図る観点から、必要に

応じて展示・見学施設、研修施設、多目的ホール、アメニティー機能（快適性）を持つ施設等

関連施設の整備を図るほか、周辺環境との調和を図る観点から可能な限り緑地帯等の設置に努

めるものとします。 

 

 

第４ 取引及び物品の積卸し、荷さばき、保管等の合理化並びに品質管理の

高度化に関する事項 

 

１ 取引の合理化に関する事項 

卸売市場における公正な取引と透明性をもった適切な価格形成を引き続き確保することと

します。その際、卸売市場における取引規制の基本原則は維持しつつ、特に次の事項に留意

して、効率的な取引の確保や卸売業者、仲卸業者等の負担軽減のための措置を講じ、卸売市

場における取引を生産者及び実需者のニーズに的確に対応させるとともに、その活性化を図

るものとします。 

 (1) 各卸売市場においては、それぞれの経営戦略に即した機能の強化等に向けた取組を的確に遂
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行するため、市場取引委員会の場等を活用して十分な議論を行い、卸売業者と仲卸業者との連

携の下、各卸売市場に適合したバリューチェーン（生産から加工、流通、販売に至るまで、各

事業が有機的につながり、それぞれの工程で付加価値を生み出していくプロセス）の構築やサ

プライチェーンマネジメントシステム（商品供給最適管理システム）の確立等による市場流通

の効率化に積極的に取り組むものとします。 

(2) 卸売市場の集荷力の低下や産地と実需者間における直接取引の拡大に対応するため、集荷の

共同化、双方向・相互融通での荷揃え、販売の相互連携等の複数の卸売市場間における効果的

な連携や新商品の開発等のための産地や実需者との連携を推進し、集荷・販売力の向上を通じ

た市場取引の活性化を図るよう努めるものとします。 

なお、市場間連携に取り組むに当たっては、卸売市場における取引秩序に混乱をきたすこと

のないよう、市場取引委員会の場等を活用して利害関係者の意見を十分に聴くとともに、協定

等の締結や資本関係の構築等を積極的に行うことにより、卸売市場ごとの強みを十分に発揮し

た共存・共栄関係の構築に努めるものとします。 

(3) 卸売市場における売買取引については、各卸売市場の経済的な地歩、取扱品目の性質、売手・

買手の特徴等の実態を反映するとともに、実需者の要望や地元生産者及び中小買受人の安定的

な取引機会にも配慮しつつ、卸売市場及び品目ごとの特性に応じた合理的な方法を設定し、そ

れを遵守するものとします。また、中央卸売市場開設者においては、せり・入札対象物品に係

る設定、特に法第35条第１項第２号に係る物品（いわゆる２号物品）のせり・入札割合の設定

に当たって、経営戦略や取扱物品の需給動向等も踏まえて、柔軟かつ戦略的に行うこととしま

す。 

なお、売買取引の方法については、市場取引委員会の場等において不断の検証を行い、必要

に応じて見直しを行うこととします。 

(4) 生産者や実需者のニーズに対応した迅速かつ的確な取引を推進するため、必要に応じて、

法令で定められた取引ルールに係る例外措置の適切な活用を図るものとします。特に、商

取引を含む社会全体の電子化の進展に対応して卸売市場の売買取引における情報通信技術

の利用を一層推進するため、電子商取引の導入を推進するとともに、電子商取引に係る商

物一致原則の例外措置の適用が可能な売買取引においては、その活用に努めるものとしま

す。 

(5) 開設者においては、売買取引に係る事務手続について、市場取引委員会の場等を活用し

て利害関係者の意見を十分に聴き、経営戦略も踏まえて、法令の範囲内でより迅速かつ簡

易なものとする等柔軟な運用に努めるものとします。特に生産者や実需者のニーズへの的

確な対応と卸売業者や仲卸業者の負担軽減を図るため、法令に基づかない事前承認、各種

書類の提出・報告の義務付け等について、その必要性を十分に検証した上で、法令に規定

されていない事務手続の原則廃止、法令に規定されている事務手続と密接な関連を有する

事務手続の電子化への移行等を積極的に講じ、事務手続の簡素化の徹底を図ることとしま

す。また、生産者から実需者に至るまでの流通全体を通じた情報通信技術の活用や生鮮 EDI

標準の導入、様式・書式の統一等による事務の効率化に向けた取組を推進するものとしま

す。 

(6) 相対取引が増加している中で、卸売市場における価格形成の透明性を維持、向上し、公
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正な取引を推進するため、あらかじめ、開設者、卸売業者、仲卸業者等の市場関係者間に

おいて十分な議論を行った上で、開設者や卸売業者は、日ごと、月ごとの時系列で整理し

たデータの提供やインターネット上における検索機能の充実、データ保存期間の延長等、

仲卸業者や専門小売業者その他の実需者、生産者等幅広い関係者のニーズや利便性にも可

能な限り配慮した取引情報の提供に努めるものとします。 

(7) 大規模小売店等の優越的な地位の濫用により、卸売市場における価格形成において需給以外

の要素で価格が形成されることのないよう、各卸売市場においては、取引条件の明確化、書面

化の促進等について積極的に取り組むとともに、優越的な地位の濫用が疑われる行為があった

場合に行政の相談窓口を積極的に活用することにより、卸売市場における適正な取引環境の形

成に努めるものとします。 

(8) 卸売市場における売買取引について、円滑・確実な決済を確保するものとします。また、各

卸売市場においては、それぞれの取引実態等をよく踏まえた上で、決済事故に対するリスクを

軽減する方策について十分な議論を行うものとします。 

(9) 市場関係者の専門的な知見を十分に活用しつつ、公正な取引と機動的かつ効率的な市場

運営を確保するため、開設者は、各卸売市場の実態に応じて、市場取引委員会について、

実務担当者から成る部会の設置等による機動的・弾力的な開催や、卸売市場全体の利益を

考えることができる幅広い視野を有する学識経験者等への委員委嘱等を通じ、適切な調査

審議がなされるよう努めるとともに、経営戦略的な視点から卸売市場全体としての統一的

な意思決定を的確に行うよう努めるものとします。 

(10) 取引物品に対する消費者等の信頼を確保し、その安心につなげていくため、原産地表示

の徹底等による公正な取引の確保や、生産履歴情報等の適切な確認・伝達、食品衛生上不

良な食品の流通防止に向けた検査体制の充実、生鮮食料品等の仕入先及び仕入日並びに販

売先及び販売日等の入出荷に係る記録の適切な作成・保存を通じたトレーサビリティの確

保に取り組むものとします。 

なお、その際には業務の効率化を通じたコストの削減に最大限努力するものとします。 

(11) 卸売市場に対する生産者、実需者、さらには消費者の信頼の確保と向上に向けて、卸売

市場関係業界における自主行動計画や、卸売業者及び仲卸業者における企業行動規範の策

定を推進すること等により、コンプライアンス（法令遵守）の徹底に努めるものとします。 

 

２ 物品の積卸し、荷さばき、保管等の合理化に関する事項 

商品管理の適正化、食品衛生の確保、ロジスティックス（戦略的物流管理システム）の展開方

向、市場労働の省力化等に配慮し、特に次の事項に留意するものとします。 

(1) 商品形態の変化、多温度帯流通の進展、卸売市場の休業日の増加等に対応した施設の整備を

図るとともに、商品の特性に応じた荷さばき、保管等に努めるものとします。 

(2) 加工処理施設、貯蔵・保管施設及び輸送・搬送施設の整備に当たっては、電子商取引、予約

相対取引や見本取引の進展等取引方法の変化、小売形態の変化、荷さばき、保管、搬送等の効

率化等に配慮するとともに、場外保管施設の適切な活用を推進することとします。 

(3) 自動荷さばき・搬送システム、パレット輸送システム、自動倉庫等の体系的利用により、荷

役労働の省力化を計画的に推進することとします。 
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３ 物品の品質管理の高度化に関する事項 

開設者、卸売業者、仲卸業者等は、施設の整備と併せて、生鮮食料品等の鮮度保持のため

の温度管理、市場内の施設や用具等の洗浄・殺菌、場内搬送車両の無公害化、品質管理の責

任者の設置と責務の明確化等の品質管理の高度化のための措置に取り組むとともに、これを

内容とする品質管理高度化規範の策定、同規範の内容及び遵守状況についての不断の検証並

びに社内遵守体制の強化を推進することにより、荷受けから卸売、仲卸、配送に至るまでの

各段階において品質管理の高度化に取り組むものとします。 

この場合、水産物及び食肉を取り扱う卸売市場においては、食品衛生法（昭和 22 年法律第

233 号）に基づく公衆衛生の見地から必要な施設の基準や公衆衛生上講ずべき措置の基準を

遵守するとともに、食肉におけると畜段階においては、と畜場法（昭和 28 年法律第 114 号）

等に基づく構造設備の基準や衛生管理の基準の遵守、食道や直腸の結紮（さつ）やナイフの

消毒等に取り組むものとします。 

さらに、卸売市場における品質・衛生管理の質的向上を図り、その機能と信頼を向上させ

る観点から、各卸売市場においては、基本的な衛生管理の徹底のみならず、HACCP の考え方

を取り入れた品質管理や外部監査を伴う品質管理認証の取得等を通じたより組織的・体系的

な品質管理体制の構築を図るものとします。特に、輸出に取り組む卸売市場にあっては、輸

出先の法令で求められる HACCP に基づく衛生管理の導入等の品質管理の高度化に取り組むも

のとします。 

 

 

第５ 卸売業者及び仲卸業者の経営の近代化の目標 

   

卸売業者及び仲卸売業者については、集分荷機能、情報受発信機能等の卸売市場の機能を実際

に担う主体であることを踏まえ、卸売市場ごとの経営戦略に即した機能強化、卸売市場に対する

信頼の確保等に向けて、特に次の事項に留意し、その経営体質の強化等を図るものとします。 

 

(1) 卸売業者  

① 卸売の業務の適正かつ健全な運営を確保し、十分な卸売機能を果たしていくため、経営規

模の拡大及び経営体質の強化を図ることとし、特に資本の充実、従業員の資質の向上、省力

化システムの導入等による生産性の向上に努めるものとします。 

その際、市場間、市場内、市場外流通等による競争実態、情報システムの整備状況等を踏

まえつつ、合併等による統合大型化や株式上場による資本強化、さらには卸売市場を超えた

卸売業者間の資本関係の構築等による連携関係の強化に努めるものとします。 

② 経営状況の悪化に対処し、経営の健全牲を確保し、卸売市場の信頼性を高めるため、増資

等により卸売業者の財務体質の強化を図るとともに、経営再編によるコストの低減や経営多

角化による経営改善を図るよう努めるものとします。 

また、開設者、都道府県等は、長期にわたって改善が図られない卸売業者に対して、

改善時期や改善事項をより明確化させるなど、適切な指導を行うものとします。 
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さらに、卸売業者の経営の安定を図るため第三者による適時適切な経営評価の実施に努め

るものとします。 

③ 管理部門について、計画的な経営管理システムの整備、責任体制の確立等を図り、事

業の計画的かつ一体的な運営の確保と経営コストの縮減に努めるものとします。 

④ 卸売業者の経営は、手数料収入に大きく依存している場合も依然としてあることから、

その提供する機能・サービスの充実に努め、それに見合った手数料収入を通じて経営体

質の強化に努めるものとします。 

(2) 仲卸業者 

① 仲卸しの業務の適正かつ健全な運営を確保し、十分な仲卸機能を果たしていくため、経営

規模の拡大及び経営体質の強化を図ることとし、その際、各卸売市場や取り扱う商品の実態、

従業員の高齢化、後継者の有無等を踏まえながら、合併等による統合大型化あるいは関係業

者間の連携強化に努めるものとします。 

② 経営状況の悪化に対処し、経営の健全性を確保し、卸売市場に対する信頼性を高めるため、

財務体質の強化を図るとともに、経営改善に取り組むこととします。 

③ 小売店、外食産業事業者等の仕入ニーズの適切な把握に努め、これに対応した商品の小分

けや事前処理、保管・配送等の販売業者機能の強化に努めるものとします。 

また、就労体系の整備等により小売業者等の営業の動向に対応した卸売市場の休業日にお

ける営業の実現に努めるものとします。 

④ 情報通信機器の活用等による経営管理システムの確立や、経営再建等による経営合理化、

共同配送等によりコストの削減に努めるものとします。 

 

(3) 卸売業者及び仲卸業者に共通する事項 

① 生産者の生産状況や実需者の需要状況に対応した計画的かつ安定的な集荷・販売力の強

化に向けて、現状における経営上の強み・弱み等を分析の上、消費者、実需者の需要動向

を踏まえた産地に対する営農指導、出荷支援のほか、地域特産物のブランド化、特色ある

地場産品や規格外品等の流通特性も踏まえた品揃えの強化、新商品の開発、小売や加工・

業務用需要とのマッチング等に関する産地との連携強化、大規模小売業者、専門小売業者、

外食産業事業者等のニーズに対応した加工処理、貯蔵・保管、輸送・搬送、リテイルサポ

ート等の機能の強化に取り組むものとします。 

② 生鮮食料品等の流通の中間に位置する立場を活かし、卸売業者・仲卸業者の相互連携の

下、川上・川下双方に対するコーディネート機能を発揮し、国内産の農林水産物の新たな

需要の喚起と需要に対応した供給体制の確立に努めるものとします。その際、価格動向の

ほか、実需者ニーズ、産地の出荷動向・出荷戦略、商品情報等の多様な情報について、情

報通信技術の積極的な活用を通じて、その把握と産地や実需者へのフィードバックを的確

に行うなど、情報受発信の取組を強化するものとします。 

 ③ 卸売業者、仲卸業者、生産者、実需者等の関係業者間における提携関係の強化を図りつ

つ、大型産地・大型ユーザーとの対等な取引関係の構築に努めるとともに、予約相対取引

の活用等により、産地における計画的かつ安定的な生産・出荷に対するニーズや、食品加

工業者、外食産業事業者、大規模小売業者等における定時・定量・定質・定価格での安定
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的取引に対するニーズへの積極的な対応を図るものとし、その際、天候不順等により契約

数量の確保が困難な場合のリスク負担のあり方等について契約当事者間で十分に協議す

るものとします。 

④ 取扱物品の付加価値を高め、販売力の強化や新規需要の創出を通じた経営体質の強化を

図るため、市場関係業者の新たなビジネス機会の創出に資する場合は、卸売市場が有する

集荷機能や販売先に関する情報受発信機能等を活かし、国内産の農林水産物の輸出に係る

拠点としての積極的な機能発揮に努めるものとします。その際、産地、他の卸売市場、関

係機関等との連携強化を図り、品揃え、数量、リードタイム、出荷期間等の取引先のニー

ズに対応できる集出荷体制の構築と、輸出先の法令で求められる衛生・品質管理に取り組

むものとします。 

⑤ 産地情報と消費者・実需者のニーズの双方に通じ、求められる商品特性や多様な販路に

係る知見等を有するといった強みを活かし、市場関係業者の新たなビジネス機会の創出に

資する場合は、生産者が行う６次産業化への取組に対する積極的な参画に努めるものとし

ます。 

⑥ 卸売業者や仲卸業者が機能強化や経営の合理化に向けた取組を進めるに当たっては、共

同出資会社の設立、資本提携等両者の連携・協働に十分留意して行うものとします。 

⑦ 経営能力を有する人材の育成、新規労働力の確保とその教育、熟練労働力、若手及び女

性の活用等を通じた人的資源の強化に取り組むとともに、責任体制の確立に努めるものと

します。 

 

 

第６ その他 

 

以上のほか、卸売市場の運営等については、次の事項に留意して行うものとします。 

 

(1) 情報化は、取引の公開性を高め、多様な取引方法の導入に資するなど、迅速かつ的確な

取引を推進する前提となることに加えて、市場行政の効率化、取引事務のペーパーレス化、

物流の省力化等市場運営及び関係業者の経営の合理化に直結することから、その推進に努

めるものとします。 

(2) 最新の物流システムの導入、福利厚生施設の充実等卸売市場の労働環境の改善を通じた

魅力ある職場づくりを目指すものとします。 

(3) 食の安全の確保と環境問題の深刻化に対応するため、より安全な農産物の生産推進や「有

機食品検査認証制度（ＪＡＳ法）」及び「青森県特別栽培農産物認証制度」の活用とも連動を

図りながら、商品検査体制の充実と各種廃棄物等の発生の抑制とリサイクルシステムの確立に

努めます。 

(4) 災害時における卸売市場の果たす役割は重要であり、施設の防災性について調査点検を強化

するものとします。 

また、災害時における被災者への食品の確保・提供のための機能を充実するものとします。 
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特に、開設者、卸売業者、仲卸業者等は、緊急事態に際しても業務を確実に継続できる

ような体制を確立するため、BCP（事業継続計画）の策定に努めるものとします。また、食

の安全に係る事件・事故等が発生した場合の業務運営に当たっては、客観的事実や科学的

根拠に基づき、公正な取引の確保及び適切な価格形成に努めるものとします。 

(5) 市民のための卸売市場の役割を重視し、卸売市場への理解を醸成し、「食」や「日本食

文化」に関する卸売市場の知見を消費者に効果的に提供する観点から、食のイベント、学

校教育のための市場見学会等の市民と卸売市場との交流を深める機会の確保や消費者を対

象とした表示等に関する講習会、料理教室等の機会の提供等の取組を推進するものとしま

す。その際、卸売市場は生鮮食料品等の卸売を行う場であることを前提としつつ、卸売業

務への影響や市場内の衛生管理、入場者の安全の確保等に十分留意するとともに、市民の

入場可能時間の設定も含めて事前に関係者間で十分な調整を図るものとします。また、卸

売市場が生鮮食料品等を地域内に安定的に供給するための基幹的な社会インフラであると

の認識の下、地域社会との共生や地域の小売業者等との協働にも配慮するものとします。 

(6) 卸売市場に関する情報については、取引結果及び卸売業者の財務を適切に公表するとと

もに、広く消費者に対し卸売市場の役割、生鮮食料品等に対する知識、消費者の信頼向上

に向けた市場関係者の取組状況等について発信・普及するため、インターネット等を活用

し、卸売市場に関する様々な情報を効果的・効率的に広く公開・提供するよう努めます。 

(7) 地方卸売市場の整備に当たっては、災害等にも備えつつ､生鮮食料品等の安全を確保し、

消費者等の安心につながるように留意するものとします。 
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別 記 

卸 売 市 場 施 設 規 模 算 定 基 準 

   

１ 売場施設の必要規模 

目標年度における売場施設（卸売場、仲卸売場及び買荷保管所又は積込所）の必要規模の算定

は、過去の取扱数量等を基に、目標年度における１日当たり市場流通の規模を推定し、次の算式

により行うものとする。 

   
                ｇｔ・ｆｉ 
        Ｓｉ ＝            ＋Ｒｉ  
                  μｉ 
   

Ｓｉ：目標年度における売場施設の必要規模 

ｇｔ：目標年度における１日当たり市場流通の規模 

ｆｉ：売場施設経由率 

μｉ：目標年度における売場施設単位面積当たり標準取扱数量 

Ｒｉ：売場施設通路面積 

ｉ：各売場施設 

 

２ その他の卸売市場施設の必要規模 

その他の卸売市場施設の必要規模の算定は、実情に応じて行うものとする。 

 

３ 駐車場の必要規模 

目標年度における駐車場の必要規模の算定は、目標年度における１日当たり市場流通の規模に

基づいて、自動車による搬入及び搬出の状況、場内運搬車の利用状況、販売開始時間、買出しの

状況、従業員の自家用車利用状況等を考慮して次の算式により行うものとする。 

 
                    ｇｔ 
        Ｓｔ＝２５㎡・（        ＋Ｍ ） 
                     μｏ 
 

Ｓｔ：目標年度における駐車場の必要規模 

ｇｔ：目標年度における１日当たり市場流通の規模 

μｏ：１台当たり積載数量 

Ｍ：その他業務用及び通勤自動車台数 

   

４ 市場用地の必要規模 

目標年度における市場用地の必要規模の算定は、目標年度における各施設の必要規模の合計に

駐車場の必要規模及び円滑な市場内交通を確保する建物外部の通路の必要規模を加算して得られ

る規模と市場の立地条件、市場流通の見通し等を考慮した増設余力を見込んで次の算式により行

うものとする。 

       

 Ｓ＝（１＋ａ）・（ΣＳｉ＋Ｓｔ＋Ｒ） 

     

    Ｓ：目標年度における市場用地の必要規模 

    ａ：増設余力指数 

   Ｓｉ：各施設の必要規模 

   Ｓｔ：駐車場の必要規模 

    Ｒ：建物外部の通路の必要規模 

 



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              農林水産部総合販売戦略課 地産地消グループ 

              〒030-8570 青森市長島１丁目１－１ 電話(017)734-9572 


